
 

 

令和 2 年 6 月 

浜田市議会定例会議議案 

 

 

 

 

 

 令和 2 年 6 月 15 日 



令和 2 年 6 月浜田市議会定例会議付議事件 

 

議 案 

議案第 44 号  浜田市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定について 

議案第 45 号  浜田市手数料条例の一部を改正する条例について 

議案第 46 号  浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例について 

議案第 47 号  浜田市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を

改正する条例について 

議案第 48 号  浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例について 

議案第 49 号  浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例について 

議案第 50 号 浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例

について 

議案第 51 号  浜田市営住宅条例の一部を改正する条例について 

議案第 52 号  浜田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 

議案第 53 号  弥栄村定住化推進に関する条例を廃止する条例について 

議案第 54 号  財産の取得について（高規格救急自動車） 

議案第 55 号  財産の取得について（小型動力ポンプ付積載車） 

議案第 56 号  訴えの提起について（消防救急無線デジタル化整備事業） 

議案第 57 号  令和 2 年度浜田市一般会計補正予算（第 4 号） 

議案第 58 号  令和 2 年度浜田市国民健康保険特別会計補正予算（第 2 号） 

同意第 4 号  浜田市農業委員会委員の任命について 

報 告 

報告第 11 号 専決処分の報告について（浜田市税条例等の一部を改正する条例） 

報告第 12 号 専決処分の報告について（令和元年度浜田市一般会計補正予算（第 8

号）） 

報告第 13 号  令和元年度浜田市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

報告第 14 号  令和元年度浜田市水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

報告第 15 号  放棄した市の私債権の報告について 

報告第 16 号 放棄した市の私債権の報告について 
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議案第 44 号 

 

浜田市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定について 

 

浜田市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 

 

（趣旨） 

第 1 条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 243 条の 2 第

1 項の規定に基づき、市長若しくは市の委員会の委員若しくは委員又は市

の職員（同法第 243 条の 2 の 2 第 3 項の規定による賠償の命令の対象とな

る者を除く。以下「市長等」という。）の市に対する損害を賠償する責任の

一部を免れさせることに関し必要な事項を定めるものとする。 

（損害賠償責任の一部免責） 

第 2 条 市は、市長等の市に対する損害を賠償する責任を、市長等が職務を

行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、市長等が賠償の責任を負

う額から、市長等に係る基準給与年額（地方自治法施行令（昭和 22 年政令

第 16 号）第 173 条第 1 項第 1 号に規定する普通地方公共団体の長等の基

準給与年額をいう。）に、次の各号に掲げる市長等の区分に応じ、当該各号

に定める数を乗じて得た額を控除して得た額について免れさせるものと

する。 

⑴ 市長 6 

⑵ 副市長、教育委員会の教育長若しくは委員、選挙管理委員会の委員又

は監査委員 4 

⑶ 公平委員会の委員、農業委員会の委員、固定資産評価審査委員会の委

員又は消防長 2 

⑷ 市の職員（前 2 号に掲げる職員を除く。） 1 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 45 号 

 

浜田市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市手数料条例の一部を改正する条例 

 

浜田市手数料条例（平成 17 年浜田市条例第 70 号）の一部を次のように改

正する。 

別表第 9 第 3 項第 2 号中「）がある場合」の次に「（建築物エネルギー消費

性能基準等を定める省令（平成 28 年経済産業省・国土交通省令第 1 号。以下

この表から別表第 11 まで及び別表第 13 において「省令」という。）第 4 条第

3 項第 1 号に規定する数値を用いて評価を行う場合に限る。）」を加える。 

別表第 10 第 3 項第 3 号中「共用部分がある場合」の次に「（省令第 4 条第

3 項第 1 号に規定する数値を用いて評価を行う場合に限る。）」を加える。 

別表第 11 第 1 項第 1 号中「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省

令（平成 28 年経済産業省・国土交通省令第 1 号。以下この表及び別表第 13

において「省令」という。）」を「省令」に改め、同号ウ中「別表第 13 におい

て同じ。」を削り、「（以下この表及び次表」を「（以下この表から別表第 13 ま

で」に改める。 

別表第 13 第 1 項中「第 3 号又は第 4 号」を「第 3 号、第 4 号又は第 5 号」

に改め、同項第 4 号中「第 1 条第 1 項第 2 号イ⑵及び同号ロ⑵」を「第 1 条

第 1 項第 2 号イ⑶及び同号ロ⑶」に改め、同号を同項第 5 号とし、同項第 3

号の次に次の 1 号を加える。 

⑷ 当該建築物の住宅部分に

ついて省令第 1 条第 1 項第 2

号イ⑵（ii）及び同号ロ⑵に

規定する基準を用いて評価

を行う場合 

  

ア 住宅部分の床面積の合

計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 32,000 円（住宅基準適合証等

の提出がある場合にあっては、

10,000 円） 

イ 住宅部分の床面積の合

計が 300 ㎡以上 500 ㎡以内

のもの 

1 件 56,000 円（住宅基準適合証等

の提出がある場合にあっては、

20,000 円） 

別表第 13 中第 3 項を第 4 項とし、第 2 項の次に次の 1 項を加える。 

3  認定を受けようとする建築

物が一戸建ての住宅で省令第 1 
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条第 1 項第 2 号イ⑵（i）及び 

同号ロ⑵に規定する基準を用

いて評価を行う場合 

  

⑴ 床面積の合計が 200㎡未満

のもの 

1 件 18,000 円（住宅基準適合証等

の提出がある場合にあっては、

5,000 円） 

⑵ 床面積の合計が 200㎡以上

500 ㎡以内のもの 

1 件 19,000 円（住宅基準適合証等

の提出がある場合にあっては、

5,000 円） 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市手数料条例の規定は、この条例の施行の

日以後に受け付けた申請に係る手数料について適用し、同日前に受け付け

た申請に係る手数料については、なお従前の例による。 
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議案第 46 号 

 

浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する

条例（平成 26 年浜田市条例第 32 号）の一部を次のように改正する。 

第 42 条第 4 項を次のように改める。 

4  市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第 1 項第 3 号の規定を

適用しないこととすることができる。 

⑴ 市長が、児童福祉法第 24 条第 3 項の規定による調整を行うに当たっ

て、特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満

3 歳未満保育認定子どもを優先的に取り扱う措置その他の特定地域型保

育事業者による特定地域型保育の提供の終了に際して、当該満 3 歳未満

保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づき、引き

続き必要な教育・保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

⑵ 特定地域型保育事業者による第 1 項第 3 号に掲げる事項に係る連携施

設の確保が著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除

く。）。 

第 42 条第 5 項中「前項」の次に「（同項第 2 号に係る部分に限る。）」を加

える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 47 号 

 

浜田市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を

改正する条例について 

 

浜田市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を

改正する条例 

 

浜田市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成 26 年

浜田市条例第 33 号）の一部を次のように改正する。 

第 7 条第 4 項を次のように改める。 

4  市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第 1 項第 3 号の規定を

適用しないこととすることができる。 

⑴ 市長が、法第 24 条第 3 項の規定による調整を行うに当たって、家庭的

保育事業者等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取

り扱う措置その他の家庭的保育事業者等による保育の提供の終了に際

して、利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き必要な教育又

は保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

⑵ 家庭的保育事業者等による第 1 項第 3 号に掲げる事項に係る連携施設

の確保が、著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除

く。）。 

第 7 条第 5 項中「前項」の次に「（同項第 2 号に該当する場合に限る。）」を

加える。 

第 38 条第 4 号中「場合」の次に「又は保護者の疾病、疲労その他の身体

上、精神上若しくは環境上の理由により家庭において乳幼児を養育すること

が困難な場合」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 48 号 

 

浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例について 

 

浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例 

 

浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成

26 年浜田市条例第 34 号）の一部を次のように改正する。 

第 11 条第 3 項中「指定都市」の次に「若しくは同法第 252 条の 22 第 1 項

の中核市」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 49 号 

 

浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

 

浜田市放課後児童クラブ条例（平成 17 年浜田市条例第 133 号）の一部を次

のように改正する。 

第 2 条の表ふたば学級放課後児童クラブの項中「港町 208 番地」を「港町

262 番地 5」に、「50 人」を「80 人」に改める。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 10 月 1 日から施行する。 
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議案第 50 号 

 

浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例

について 

 

浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 

 

令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例（平成 25 年浜田市条例第

21 号）の一部を次のように改正する。 

第 5 条第 1 項中「停車帯」の次に「、自転車通行帯」を加え、同条第 5 項

本文中「車道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

第 7 条第 2 項中「副道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

第 9 条の次に次の 1 条を加える。 

（自転車通行帯） 

第 9 条の 2 自動車及び自転車の交通量が多い第 3 種又は第 4 種の道路（自

転車道を設ける道路を除く。）には、車道の左端寄り（停車帯を設ける道路

にあっては、停車帯の右側。次項において同じ。）に自転車通行帯を設ける

ものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない

場合においては、この限りでない。 

2  自転車の交通量が多い第 3 種若しくは第 4 種の道路又は自動車及び歩行

者の交通量が多い第 3 種若しくは第 4 種の道路（自転車道を設ける道路及

び前項に規定する道路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため

自転車の通行を分離する必要がある場合においては、車道の左端寄りに自

転車通行帯を設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由

によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

3  自転車通行帯の幅員は、1.5 メートル以上とするものとする。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、1 メ

ートルまで縮小することができる。 

4  自転車通行帯の幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮して定め

るものとする。 

第 10 条第 1 項中「道路には」を「第 3 種（第 4 級及び第 5 級を除く。次項

において同じ。）又は第 4 種（第 3 級及び第 4 級を除く。同項において同じ。）

の道路で設計速度が 1 時間につき 60 キロメートル以上であるものには」に

改め、同条第 2 項中「道路又は」を「第 3 種若しくは第 4 種の道路又は」に、

「道路（」を「第 3 種若しくは第 4 種の道路で設計速度が 1 時間につき 60 キ

ロメートル以上であるもの（」に改める。 

第 11 条第 1 項中「道路（自動車道」を「第 3 種又は第 4 種の道路（自動車

道又は自転車通行帯」に改める。 

第 12 条第 1 項中「自転車道」の次に「若しくは自転車通行帯」を加える。 
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第 33 条第 3 号中「車道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

第 42 条中「第 9 条」の次に「、第 9 条の 2 第 3 項」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例の施行の際、現に新設又は改築の工事中の道路については、こ

の条例による改正後の浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例第 9

条の 2 並びに第 10 条第 1 項及び第 2 項の規定にかかわらず、なお従前の

例による。 
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議案第 51 号 

 

浜田市営住宅条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

浜田市営住宅条例（平成 17 年浜田市条例第 247 号）の一部を次のように改

正する。 

別表第 1 中 

「   

を 

 昭和 63

年度 

日脚大久保住宅 4 号棟 浜 田 市 日 脚 町

360 番地 82 

中層耐火構

造 3 階建 

18  

後 野 災 害 特 別 住 宅

(63) 

浜 田 市 後 野 町

1577 番地 2 

木造平家建 1 

宇津井災害特別住宅

(63) 

浜田市宇津井町

526 番地 2 

木造平家建 1 

  」 

「   

に 
 昭和 63

年度 

日脚大久保住宅 4 号棟 浜 田 市 日 脚 町

360 番地 82 

中層耐火構

造 3 階建 

18  

  」 

改める。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 8 月 1 日から施行する。 
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議案第 52 号 

 

浜田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

浜田市消防団員等公務災害補償条例（平成 17 年浜田市条例第 258 号）の一

部を次のように改正する。 

第 5 条第 2 項第 1 号中「日に」を「日（以下「事故発生日」という。）に」

に改め、同項第 2 号中「8,800 円」を「8,900 円」に改め、同条第 3 項中「死

亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因で

ある疾病の発生が確定した日若しくは診断により疾病の発生が確定した日」

を「事故発生日」に改める。 

附則第 3 条の 4 第 5 項第 2 号及び第 6 項並びに第 4 条第 7 項第 2 号及び第

8 項中「100 分の 5」を「事故発生日における法定利率」に改める。 

別表団長及び副団長の項中「12,400」を「12,440」に、「13,300」を「13,320」

に改め、同表分団長及び副分団長の項中「10,600」を「10,670」に、「11,500」

を「11,550」に、「12,400」を「12,440」に改め、同表部長、班長及び団員の

項中「8,800」を「8,900」に、「9,700」を「9,790」に、「10,600」を「10,670」

に改め、同表備考第 1 項中「死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した

日又は診断によって死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断

によって疾病の発生が確定した日」を「事故発生日」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、公布の日から施行し、改正後の浜田市消防団員等公務災害

補償条例（以下「新条例」という。）の規定は、令和 2 年 4 月 1 日（以下

「適用日」という。）から適用する。 

（経過措置） 

2  新条例第 5 条第 2 項及び別表の規定は、適用日以後に支給すべき事由の

生じた損害補償並びに適用日前に支給すべき事由の生じた適用日以後の

期間に係る傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金（以下「傷病補

償年金等」という。）について適用し、適用日前に支給すべき事由の生じた

損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び適用日前に支給すべき事由の生じ

た適用日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。 
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議案第 53 号 

 

弥栄村定住化推進に関する条例を廃止する条例について 

 

弥栄村定住化推進に関する条例を廃止する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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弥栄村定住化推進に関する条例を廃止する条例 

 

弥栄村定住化推進に関する条例（平成 3 年弥栄村条例第 9 号）は、廃止す

る。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 8 月 1 日から施行する。 
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議案第 54 号 

 

   財産の取得について 

 

 浜田消防署桜ヶ丘出張所高規格救急自動車更新のため次のとおり財産を取

得することについて、地方自治法第 96 条第 1 項第 8 号及び浜田市議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第 3 条の規定により、

議会の議決を求める。 

 

  令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市   
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1 取得する財産  高規格救急自動車 1 台 

2 取得の方法   購入（指名競争入札） 

3 取得予定価格  35,200,000 円 

4 契約の相手方  松江市西津田 1 丁目 7 番 24 号 

        島根トヨタ自動車株式会社 

        代表取締役 野々村 健 造 
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議案第 55 号 

 

   財産の取得について 

 

 浜田市消防団小型動力ポンプ付積載車更新のため次のとおり財産を取得す

ることについて、地方自治法第 96 条第 1 項第 8 号及び浜田市議会の議決に付

すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第 3 条の規定により、議会

の議決を求める。 

 

  令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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1 取得する財産 小型動力ポンプ 2 台積普通積載車 2 台 

2 取得の方法  購入（指名競争入札） 

3 取得予定価格 23,246,080 円 

4 契約の相手方 益田市あけぼの東町 14 番地 15 

       株式会社 出雲ポンプ 

       代表取締役 出 雲 一 樹 
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議案第 56 号 

 

訴えの提起について 

 

消防救急無線デジタル化整備事業（活動波）に係る契約における相手方の

独占禁止法違反により、市に損害が生じた件について、損害賠償請求をする

ための訴えを次のとおり提起するので、地方自治法第 96 条第 1 項第 12 号の

規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市   
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１ 相手方 

  神奈川県川崎市高津区末長三丁目 3 番 17 号 

株式会社富士通ゼネラル 代表取締役 斎 藤 悦 郎 

東京都港区虎ノ門一丁目 7 番 12 号 

    沖電気工業株式会社 代表取締役 鎌 上 信 也 

東京都三鷹市牟礼六丁目 21 番 11 号 

    日本無線株式会社 代表取締役 小 洗  健 

東京都港区西新橋二丁目 15 番 12 号 

    株式会社日立国際電気 代表取締役 佐久間 嘉一郎 

 

２ 請求の要旨 

   相手方に対し、想定落札価格と実際の契約金額の差額、弁護士費用及

びこれに対する遅延損害金の支払いを求める。 

 

３ 授権事項 

   上訴その他本件処理に関する事項 
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同意第 4 号 

 

   浜田市農業委員会委員の任命について 

 

 浜田市農業委員会委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する

法律第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和 2 年 6 月 15 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市   
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住  所 浜田市上府町イ 2451 番地 25 

職  業 農 業 

氏  名 中 田 善 喜 

生年月日 昭和 22 年 7 月 16 日 

 

 

(参 考) 

前任者   三 明 多佳志(令和元年 12 月 29 日まで) 

任 期   3 年 

根拠法   農業委員会等に関する法律第 10 条第 1 項 

 


